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編 章 具体的内容 

第１編 

電話網

からIP

網への

円滑な

移行に

向けて 

第1章 

はじめに 

 

第２章 

総論（ネ

ットワ

ークの

在り方

等） 

１ コア網の

PSTNからIP

網への移行

に伴う今後

のネットワ

ークの在り

方 

（１）今後のネット

ワークの在り方 

コア網の円滑的な移行に際しては、基本的にＮＧＮがＰＳＴＮの基本的役割を受

け継ぐことが必要とする答申(案)の考え方に賛同します。 

 電話網移行円滑化委員会にて一部委員から意見されたように、コア網の移行にあ

たって最も重要な視点は、現状のＰＳＴＮ利用者が不利益や不便を被ることを回避

することに置くことと考えます。 

 従って、これまでＰＳＴＮが担ってきた役割である国民生活に必要不可欠な基幹

網を承継するにあたっては、少なくとも「基本サービス」、「競争基盤」、及び「ハ

ブ機能」については、利用者利便性確保の観点から、移行先のＮＧＮでも同等に提

供可能とすることを原則として、関係者が諸課題に取り組むべきと考えます。 

（２）検討の基本的

視座 

３つの基本的視座を関係者が共有し、コア網移行における課題解決に際して参照

するとの答申(案)の考え方に賛同します。 

「継続性」、「予見性・透明性」、「発展性・柔軟性」の観点は、移行において「利

用者利便性の確保」及び「ＮＧＮへの移行メリットの向上」を果たす上で必要な観

点を網羅していると考えられるため、引き続き本委員会の基本的視座として据え置

き、例えば、今後のフォローアップにて、本答申にて示されたタスクの実施状況の

評価基準等に活用すべきと考えます。 

（３）その他の関連

ネットワークの移

行が与える影響 

①アクセス回線の移行に係るスケジュール 

アクセス網の移行スケジュールについては、関係者が可能な限り早期に共有する

ための時間軸（時期）の設定を追記すべきと考えます。 

 当社としては、コア網からＩＰ網への移行に伴い競争市場の縮退を強く懸念しま

すので、物理的なメタルアクセス網の撤廃といった観点だけではなく市場に応じた

経済的効用を勘案したスケジュールの明確化が必要と考えます。 

なお、電話網移行円滑化委員会では、一部委員及び事務局より「アクセス網移行

については、今後の技術革新や環境変化の動向を捉えながら本委員会のフォローア

ップの場で検討したい。」と述べられております。当社としてもこのご意見に賛同

であり、まずはＮＴＴ東西殿に現時点における計画を提示頂き、これを基に電話網

移行円滑化委員会や事業者間協議の場にて、ＮＴＴ東西殿、接続事業者及び総務省

殿にて代替サービスの提供や利用者通知等について課題解決の議論を進めるべき
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と考えます。 

 

②モバイル通信の普及がＩＰ網への移行に与える影響 

モバイル通信の普及は重要な観点と考えますが、電話網移行円滑化委員会では大

きく取り上げて議論は行われなかったものと認識しております。答申（案）で固定

ブロードバンドとモバイルブロードバンドの代替性や相互補完性について継続的

な分析を行うこととした点は、ＩＰ網移行だけでなく競争環境を的確に把握する上

で必要なことであり賛同します。 

具体的には、ＬＴＥなどの高速モバイルブロードバンドの普及は、固定ブロード

バンドと同等の通信速度が実現できる点などを踏まえると、固定ブロードバンドサ

ービスの利用動向に影響を与える可能性があり、モバイルと固定を相補補完的に利

用する形態や相互のサービスが完全に代替性をもって利用される場合など固定市

場と移動体市場を跨いて利用されていく将来を見据えた分析が必要と考えます。 

２ NTT東西の「概括的展望」 コア網の移行においては、ＮＴＴ東西殿の概括的展望ありきで進めるのではな

く、可能な限り早期に「積極的移行」が促進できるように、関係事業者間や委員会

において継続的な措置を進めるべきと考えます。 

また、ＮＴＴ東西殿は、物理的な撤廃だけでなく経済的効用へも考慮したメタルア

クセス網の展望についても、速やかに示すべきと考えます。 

なお、この「積極的移行」の促進における現状の課題の1つは、ＮＧＮのオープ

ン化が十分でないためサービス競争が進展していないことであり、ＰＳＴＮ利用者

にとって低廉で魅力あるサービスの創出が難しい状況にあることが挙げられます。

そのため、本答申(案)においても考え方が示されている「光/ＮＧＮのアンバンド

ル」、「伝送機能のオープン化」、及び「通信プラットフォーム機能のオープン化」

等については、新規参入を促進させるツールとして改めて位置付け、サービス競争

を主体とした市場の活性化を目指すべきと考えます。 

３ 関係者による合意形成 現在、ＮＴＴ東西殿と接続事業者間の協議においては、コア網の接続における課

題を中心に議論が成されているところです。 

この検討においては、技術面での世界的な標準動向との調和を図り先走りするこ

とでのデメリットを生じさせないよう留意すること、並びにコア網に加えアクセス

網についても移行における課題として取り上げて議論することが必要と考えます。 

なお、協議の論点には「国際標準化動向との調和」や「緊急通報期間との接続」
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といった、ＮＴＴ東西殿と接続事業者間のみの調整では解決が難しい課題も含まれ

るため、これらの点については総務省殿の政策的なサポートも必要と考えます。 

第３章 

利用者

対応 

１ 円滑な移行に向けた取組 円滑な移行のためには、行政としての関与もしくは役割についても明確にしてお

くことが必要と考えます。 

２ 維持・廃止されるサービスの分

類の妥当性 

 

３ 各サービ

スに係る課

題 

（１）移行後も維持

されるサービスに

係る課題 

 

（２）廃止されるサ

ービスに係る課題 

ＮＧＮの一層のオープン化等を通じ、代替サービスとして多様な主体によって多

様なサービスが提供される環境を整備していくことが必要とする答申（案）の考え

方に賛同します。 

 ＮＧＮのオープン化を進めることでサービス競争や料金競争が促進され、利用者

にとっては利便性向上や現状よりも低廉な料金でのサービス選択が可能となり、そ

の結果、利用者の積極的な移行に繋がると考えます。 

（３）その他の課題

（光回線の契約関

連） 

 代替サービスの利用に際し、新たに光回線の契約が必要となる場合の利用者負担

については、ＮＴＴ東西殿において、利用者周知や訪問工事の弾力化等の方策を講

じることが有効とする答申（案）の考え方に概ね賛同しますが、利用者周知に関し

以下の点に留意すべきと考えます。 

 ＮＴＴ東西殿だけでなく、他事業者を含めた競争環境下で多様なサービスが選択

可能となることが望ましいとする考え方に基づき、利用者周知はＮＴＴ東西殿だけ

でなく代替サービスを提供する可能性のある競争事業者等を含めた対応を検討す

べきと考えます。 

 代替サービスの利用に際し新たな光アクセス回線の契約が必要となる場合、ＮＴ

Ｔ東西殿の周知する内容によってはＮＴＴ東西殿が提供する光アクセスサービス

の契約の必然性を説明する等、利用者の選択肢を限定的にしてミスリードする可能

性があるため、競争事業者が提供する代替サービスや光アクセス回線が選択肢とし

て存在する場合の公正な競争環境の観点も留意されるべき重要な課題と考えます。 

第４章 

事業者

対応 

１ PSTNにお

ける競争環

境の維持 

（１）コア網のIP網

への移行に対応し

たコロケーション

ＰＳＴＮからＩＰ網への円滑な移行に対応するため、効率的なコロケーションを

行う観点から、既存のコロケーションルールの見直しを検討することが必要とする

答申（案）の考え方に賛同します。 
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ルールの在り方 なお、既にＰＳＴＮからＩＰ網への移行は進展しており、スペース、電力等を確

保できない事例も発生しているため、設備撤去等を促進するためにも早期にコロケ

ーションルールを検証し、平成２４年度適用となるように見直す必要があると考え

ます。各項目についての当社の考え方は、以下のとおりです。 

 

ア コロケーション設備の減設に対応したコスト算定方法（電気料算定）の見直し 

コロケーション装置に係る電気料の扱い（「申込電力」の考え方）を柔軟化する

ことが適当とする答申（案）の考え方に賛同します。 

具体的には、コロケーション設備の減設にあたり、物理的な措置をかけることな

く、第三者となるメーカー等の仕様書（パッケージ単位の電力使用量等を明記）を

提示することにより、パッケージ単位等の部分的な設備撤去を可能とし、実利用に

応じた電気料を契約値とする運用をルール化する必要があると考えます。 

なお、接続約款及びコロケーションに関する契約書においては、設備の用途や種

別を問わず、同一の規定が適用されるため、「申込電力の考え方」についても、コ

ロケーションする設備は同一の運用ルールの適用を原則とすべきと考えます。 

 また、実際に利用する電力料金についても、メータの設置を行なわずとも、最大

仕様電力値まで使用することは考えられないため、メーカーもしくは接続事業者等

が予め計測したデータで計算する等、合理的な範囲での負担ルール化の検討を行う

必要があると考えます。 

 

イ コロケーション設備の撤去に伴うルール（「６ヶ月前ルール」）の見直し 

「６ヶ月前ルール」の妥当性の検証を行うことなどにより設備撤去に係るルール

を見直した上で、必要な取組みを行うことが適当とする答申（案）の考え方に賛同

します。 

上記に要望したような部分的な設備撤去は電力のみのリソース返却となり、スペ

ースを含めた設備撤去とは転用にかかるサイクルが異なるため、スペース、電力等

のリソース及び工事概要に応じた転用期間の検証が必要であると考えます。 

なお、ＮＴＴ東西殿は、二重のコスト負担とならないように、「転用に要する平

均的な期間６．４ヶ月」を可能な限り短縮する必要があると考えます。 

また、妥当性を検証するにあたっては、２００７年度の特別調査による実績サン

プルでは、調査期間、調査件数等の調査内容について、情報開示がなく不透明であ
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ったこと、また、接続事業者が支払う違約金（「ＰＯＩ設置キャンセル」「６ヶ月

前ルール」）に関する根拠となる期間であることを鑑み、適正性及び透明性を確保

する観点から、転用に要する期間に係る実態に関するデータは開示し、妥当性を判

断する必要があると考えます。 

 

ウ コロケーションスペースに空きがない場合の増設の義務化、申込み手続の簡素

化、リードタイムの短縮化 

 ＮＴＴ東西殿と接続事業者において、コロケーション手続の同等性が確保されて

いるか、Ｄランク（空きなし）の状況、申込手続、リードタイム等の観点から、実

態を把握する答申（案）の考え方に賛同します。 

 各項目の検討にあたっては、当社の意見も併せて検証頂くことを要望します。 

 

①コロケーションスペースに長期間空きがない場合の対応 

②コロケーションに係る申込手続の簡素化 

■情報開示の必要性 

 現在のＮＴＴ東西殿の運営方法では、ウェブサイトを通じた事後的な情報開示し

か、接続事業者は設備状況を把握することが出来ません。マイグレーションの計画

策定を行う観点でも予見性が重要になることから、６ヶ月～１年先の設備計画（Ｎ

ＴＴ東西殿だけでなく接続事業者を含む）を示すこと、並びに設備情報の更新期間

の短縮化など検討する課題がまだまだあると考えます。 

 

■電力容量の空きがない場合の対応 

ＮＴＴ東西殿の局舎内にコロケーションするにあたっては、コロケーションスペ

ースだけでなく、電力も必要不可欠なリソースとなります。円滑な移行促進の観点

から、コロケーションスペースや電力の入替え需要に対応する手続きの簡素化に加

えて、電力容量Ｄランク（空きなし）においても、対策を講じる必要があると考え

ます。 

具体的には、電力容量Ｄランクにて電力が確保できない場合、既存設備の電力の

一部を暫定利用可能とすることも検討に値すると考えます。なお、恣意的な運用に

よる公正性が損なわれないように、利用可能な電力値の割合や期間の限度設定など

の補完ルールの検討も併せて必要と考えます。 
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また、Ｃランクの場合でも、申込電力値によってはＰＯＩ調査設置回答がＮＧと

なるケースがあり、公開情報のＣランクは更に詳細な内訳の開示が必要と考えま

す。具体的には、ＰＯＩ調査設置回答において、「申込電力値に対して○○Ａ空き

なし」等の回答内容を記載するなど、Ｃランクでも確保できなかった理由を明確に

接続事業者へ通知すべきと考えます。 

 

＜参考：電力容量の枯渇状況（Ｈ２３．１０月末時点）＞ 

 Ｃランク Ｄランク 

ＮＴＴ東 受電２８％、発電３％ 受電０．１％、発電０．１％

ＮＴＴ西 受電２７％、発電３％ 受電１％、発電０．３％ 

 

＜参考：電力容量の空き情報＞ 

Ａ ７２ｋVA以上の空き容量 

Ｂ ～７２ｋVA未満の空き容量 

Ｃ ～２４ｋVA未満の空き容量 

Ｄ 空き容量なし 

 

③リードタイムの短縮化 

■コロケーション設備設置の申込に係る同等性の確保を検証 

リードタイムの短縮化に関する現状把握にあたっては、ＮＴＴ東西殿と接続事業

者において、申込システムに関連した運用の同等性が確保されているか、手続きの

実態についても検証が必要と考えます。 

具体的には、リソースが枯渇している局舎においては、コロケーション業務支援

システムによるＰＯＩ調査設置申込の受理順がリソース確保の可否を大きく左右

しますが、ＮＴＴ東西殿は接続事業者とは別のコロケーション業務支援システムを

利用している可能性もあり、申込の受理順がどのように反映されているのか明確で

はありません。 

ＮＴＴ東西殿と接続事業者が利用している各種申込受付システムが異なる場合、

ＮＴＴ東西殿と接続事業者間において、同等性が確保されているか検証することが

必要と考えます。 

（２）マイラインの  
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在り方 

（３）メタル回線コ

ストの在り方 

移行期におけるメタル回線の接続料算定のあり方について、ユニバーサルサービ

ス制度との関係にも配意しながら、コストの検証を行い、更なる適正化に向けた検

討を行っていくことが適当とする答申（案）の考え方に賛同します。 

検討にあたっては、適正性及び透明性を確保する観点から、平成２３年３月２９

日付の情報通信行政・郵政行政審議会の答申書において、ＮＴＴ東西殿に対して要

請された報告事項は、全て一般に開示すべきと考えます。 

なお、メタル回線の経過年数別構成やコスト削減の取組みのように過去数回に渡

り一般開示している情報や算定根拠となる配賦比率、算定方法の情報もあることか

ら、経営情報に係るため開示できないとの理由が乱用されることにならないよう、

留意する必要があると考えます。 

 
＜答申書の抜粋＞ 

（３）ＮＴＴ東西に対し、以下の点について、平成23年度接続料の再計算報告時までに総務省に報告 

することを要請すること（考え方５）。 

①平成22年度に実施したコスト削減の取り組み及び平成23年度に計画しているコスト削減の 

取り組み 

②平成22年度末時点におけるメタル回線の経過年数別構成及びメタル回線の残価率 

③平成22年度のメタル回線と光回線に係る費用の配賦に用いた比率を算出するために用いた 

芯線長、架空ケーブル長、管路ケーブル長及び算定方法 

④平成22年度のメタル回線に係る施設保全費のうち、以下の各費用及び費用配賦に用いたドライバ 

(1)電柱、土木設備に係る費用、(2)ケーブル保守に係る費用、(3)その他 

（４）ＮＴＴ東西に対し、以下の点について、平成23年度接続料の再計算報告時までに総務省に報告 

することを要請すること（考え方７） 

～略～ 

③下部区間におけるメタル回線の利用状況（東西各10件程度のサンプル調査） 

④平成22年度におけるメタル回線の撤去実績 

 

各項目についての当社の考え方は、以下のとおりです。 

①未利用芯線コストの扱い 

ＮＴＴ東西殿が示した概括的展望によるＩＰ網への移行の進展に伴い、未利用芯

線の「未利用」は、ドライカッパサービスに提供可能な状態である「在庫」という

概念から、全国あまねく提供することが義務付けられているユニバーサルサービス

を維持するための「残置」という意味合いに変化していると考えられるため、移行
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期における未利用芯線コストの扱いは見直す必要があると考えます。 

平成１２年のＡＤＳＬサービス開始当初（加入電話ピーク時）においても、メタ

ルの芯線使用率が約６割、ＩＰ網移行に伴う需要減少傾向にある現在に至っては、

約４割の使用率しかない状況を踏まえ、未利用４割は過去に遡っても電話サービス

に利用されておらず、今後もＩＰ網移行によって利用される可能性がないことか

ら、未利用芯線コストのうち一定割合はドライカッパ接続料原価から控除されるべ

きものと考えます。 

 

②メタルの耐用年数 

現行のメタルの法定耐用年数１３年については、平成２３年３月２９日付の情報

通信行政・郵政行政審議会の答申書の要請事項に、「平成２２年度末時点における

メタル回線の経過年数別構成及びメタル回線の残価率」の報告があることから、透

明性を確保したうえで検証を行い、土木設備と同様に利用実態に即した耐用年数の

見直しを早期に行うべきと考えます。 

なお、ＬＲＩＣ接続料において、接続料規則の一部改正（平成２４年度の接続料

算定に用いる入力値更新）が諮問され、架空メタルケーブル（２５．５年→２６．

３年）、地下メタルケーブル（３４．６年→３５．４年）の経済的耐用年数が延長

される可能性があることも考慮する必要があると考えます。 

ＮＴＴ東西殿は「平成１９年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営効

率化等の報告」において、投資抑制に伴いメタルの老朽化が加速し、法定耐用年数

＋数年経過したメタルの故障件数確率の大幅な上昇により、増大な施設保全コスト

が必要と報告しております。 

一方で、耐用年数を見直さない理由として、老朽化に伴い一定程度の撤去・更改

により、使用年数が単純に延びていくわけではないとの考えも示しております。 

しかしながら、「平成２２年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営効

率化等の報告」において、メタル投資額は、平成２１年度に５００億円、平成２２

年度に４００億円と縮小傾向であり、今後も引き続き経営効率化の取組み強化及び

ＩＰ網への移行促進することを鑑みれば、メタルの使用年数は必然的に延びていく

ものと思われます。 

また、耐用年数の見直しに時間を要したり、もしくは見直さずに利用し続ける場

合、耐用年数と乖離した施設保全コストを接続事業者が負担することとなるため、
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現行の法定耐用年数１３年以上を経過したメタルにかかる施設保全コストは原価

から控除するなどの措置を講じる必要があると考えます。 

 
＜東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の平成１９年度における基礎的電気通信役

務の提供に係る経営効率化等の報告についてより抜粋＞ 

 
 
＜東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の平成２２年度における基礎的電気通信役

務の提供に係る経営効率化等の報告についてより抜粋＞



11/24 

 
 

③施設保全費のメタル回線と光ファイバ回線の配賦方法 

施設保全費の配賦方法については、平成２３年３月２９日付の情報通信行政・郵

政行政審議会の答申書の要請事項に、「平成２２年度のメタル回線と光回線に係る

費用の配賦に用いた比率を算出するために用いた芯線長、架空ケーブル長、管路ケ

ーブル長及び算定方法」、「平成２２年度のメタル回線に係る施設保全費のうち、

以下の各費用及び費用配賦に用いたドライバ」の報告があることから、透明性を確

保したうえで、経済的効用の低下も勘案して、移行期における費用配賦が適正かど

うか検証することが必要と考えます。 

（４）メタル回線の

撤去に係るいわゆ

る「４年前ルール」

の在り方 

「代替サービス」の提供可能時期、「代替サービス」が提供可能な状態にある場

合におけるメタル回線の撤去情報提供時期については、予見性・透明性を高める観

点から、４年前の通知となる撤去情報の提供とセットで、「代替サービス」を提示

すべきと考えます。 

なお、物理的なメタルアクセス網の撤廃といった観点だけではなく、市場に応じ

た経済的効用を勘案した各要素の見直しが必要と考えます。 
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２ NGNにお

ける競争環

境の整備 

（１）PSTNとNGNに

おける公正競争環

境の在り方 

第２編第２章３（３）と同様な意見。 

（２）NGNにおける

伝送機能のオープ

ン化 

第２編第２章１（１）（２）と同様な意見。 

（３）通信プラット

フォーム機能のオ

ープン化 

第２編第２章４（１）（２）と同様な意見。 

（４）NGNの段階的

発展に対応したア

ンバンドルの考え

方 

第２編第２章５と同様な意見。 

３ コア網の

IP網への移

行に対応し

たハブ機能

の在り方（緊 

急通報を含

む） 

（１）ハブ機能の在

り方等 

答申（案）に従い、ハブ機能については、公正競争環境を維持するため、ＩＰ網

への移行後においても、ＮＴＴ東西殿が提供を担って頂くことを原則として、必要

な課題の検討が行われることが適切と考えます。 

（２）緊急通報の扱

い 

緊急通報については、緊急通報受理機関や事業者の経済効率性の高い設備構築を

実現させるメリットを重視して、ＩＰ網への移行後においても、ＮＴＴ東西殿が提

供を担って頂くことを原則として、必要な課題の検討が行われることが適切と考え

ます。 

４ コア網のIP 網への移行を踏ま

えた番号ポータビリティの扱い 

 

第５章 

本検討のフォローアップについて 

本検討のフォローアップについては、本報告書の課題が多岐に渡るため、示され

た措置のスケジュール（実施すべき時期）を明確化し、優先順位をつけたうえで、

各々の課題に合った適切なタイミングで検証することが必要と考えます。 

また、接続料、コロケーションルールの在り方等に関しては、接続委員会との連

携が必要不可欠と考えますので、報告書にて示された措置が適切に行われているか

どうか注視して、連携した検証が必要と考えます。 

第６章 

おわりに 

 

第２編 第１章  
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ブロー

ドバン

ド普及

促進の

ための

競争政

策の在

り方に

ついて 

はじめに 

第２章 

NGNのオ

ープン

化によ

るサー

ビス競

争の促

進 

１ 中継局

接続機能の

オープン化 

（１）中継局接続機

能のオープン化 

 現在の中継局接続機能の更なるオープン化（設定単位の細分化・柔軟化、インタ

ーフェースの多様化）を図るために必要な措置をとることが適当とする答申（案）

の考え方に賛同します。 

（２）中継局接続機

能に係る標準的な

接続箇所（POI）の

在り方 

 ＩＧＳ接続に係るＰＯＩとの関係やコストに留意しつつ、中継局接続機能に係る

ＰＯＩを予め増設することが必要とする答申（案）の考え方に賛同します。 

 地域系事業者だけでなく自前コア網を有する接続事業者にとっても、自網を最大

限活用した伝送とすることは経済合理性があるため、ＰＯＩの接続箇所が増設され

ることが望ましいと考えます。 

２ 収容局接続機能のオープン化  収容局接続機能については、接続料設定単位の多様化等の必要なオープン化や接

続事業者から示されているフレッツ光サービスの提供に係る機能のアンバンドル

を含むその他の補完的な措置についても検討を行うことが適当とする答申（案）の

考え方に賛同します。 

 ＩＳＰレイヤーからみて、サービス形態の多様化が進むことは、サービス競争の

促進につながり利用者料金の低廉化にも寄与すると考えられるため、実現に向けた

検討を期待します。 

３ アクセ

ス回線にお

けるサービ

ス競争の現

状 

（１）アクセス回線

におけるＮＴＴ東

西の設備構築状況

とサービス競争の

関係 

 配線ブロックの見直しの検討にあたっては、以下の内容を留意することが必要と

考えます。 

配線ブロックの適正化を図ることは、接続事業者のコスト効率性を改善し、結果

として１回線当たりの接続料の低廉化を実現することは可能ですが、公正競争環境

下でのサービス競争の促進に対する解決策にはならないと考えます。 

 ＡＤＳＬサービスがＮＴＴ東西殿のシェアが相対的に抑制されたフェアな市場

として成功した背景としては、ラインシェアリングと接続料金の低廉化等といった

アンバンドルルールの導入により、ＮＴＴ東西殿が独占的な地位を有する加入電話

サービスからインターネットサービスを切り離し、別市場としての競争環境が存在

したからであり、当社のようなインターネットサービスに特化したビジネスモデル

を有する新規参入事業者にとっても公正競争が成り立つ環境であったことが挙げ

られます。その結果、多数の新規参入事業者が市場を牽引することで、料金競争に

よる料金の低廉化や利用者利便性の向上、ブロードバンドサービス普及率の向上に

寄与したものと考えます。 

 しかしながら、現状のＮＧＮにおける光アクセス回線の競争環境を見た場合、電
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話サービスの顧客基盤を活かし、映像などのサービスと合わせてインターネットサ

ービスを提供する一部の大規模事業者のみがサービス提供している状況であり、８

分岐単位の光ファイバ貸出を前提とした配線ブロックの拡大議論については、そう

いった既存の大手事業者にとっての収容効率の向上を図るための議論でしか無く、

当社のようなインターネットサービスに特化したサービスを提供する接続事業者

からすれば公正競争環境の観点では何ら根本的な解決とはなりません。 

 そのため、ＮＧＮのアクセス回線における競争を促進する観点においては、当社

の提案するファイバシェアリング等、ＦＴＴＨ市場においても小中規模の事業者が

新規参入可能となる競争環境の実現が必要と考えます。 

（２）光ファイバの

展開エリア情報、配

線ブロック情報の

提供の在り方 

エリア展開情報等の開示の在り方を見直した上で、情報開示告示の改正などの所

要の措置をとることにより、接続事業者による加入光ファイバ利用の円滑化を図る

ことが必要とする答申（案）の考え方に賛同します。 

 競争環境を整備する上で、ＮＴＴ東西殿の利用部門との情報の同等性を確保する

ことは極めて重要であり、解決すべき課題と考えます。 

（３）接続事業者か

ら示されているサ

ービス競争促進に

関する提案 

 ＦＴＴＨ市場においても、公正な競争環境を構築させる前提にたてば、ＮＧＮの

オープン化および光ファイバの分岐単位接続料の実現についての検討は、実質的に

は今回が最後の機会と考えます。現状のままではＰＳＴＮの移行が進むに従って、

ＦＴＴＨ市場はＮＴＴ東西殿の独占化が更に進み、サービス競争が促進されないば

かりか固定ブロードバンド市場全体の縮小に繋がることが懸念されます。 

 従って、情報通信行政・郵政行政審議会（接続委員会）にて建設的な議論が行わ

れ、かつ何らかの解決策が見出せるよう、各委員会及び電気通信事業部会でも確り

と方向付けて頂くこと、及び答申（案）については本年度中の結論を導き出すとす

る記載を追記していただくことを強く要望します。 

 

当社が「②光のファイバシェアリング」を提案している理由は以下の４点になり、

最も優先して検討されるべき接続形態と考えます。 

 ＡＤＳＬサービス同様、１本の光ファイバ上で電話サービスとインターネッ

トサービスをそれぞれ別の事業者が提供可能な形態を実現するものであり、

ＩＰ電話はＮＴＴ東西殿に継続提供して頂くことが可能かつインターネッ

トサービスは小中規模事業者であっても新規参入が可能である（ＡＤＳＬ事

業者にとっても後継サービスになり、代替サービスの位置付け） 
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 接続事業者のコアＮＷに価格競争力があり、料金の低廉化を促進する可能性

から、より利用者メリットの高い市場として拡大が図られる 

 上位レイヤーの事業者からもアクセスの選択性が高まる 

 装置置換や新たな技術開発等が不要で、実現までの期間が最も短いことが想

定される 

 

 ＰＳＴＮから光ＩＰへのマイグレ－ションの本格的な進展の中で、当社のような

インターネットに特化した事業者が、ＦＴＴＨ市場においても継続的な事業展開が

可能となるよう、ＰＳＴＮのアクセス回線におけるサービス競争環境をＮＧＮにお

いても実現して頂くことを強く要望します。 

（４）FTTHサービス

における端末設備

（ONU）の在り方 

ＯＮＵの開放については、利用者の調達価格の低廉化を期待出来ることから、技

術的課題の整理など、必要な検討を行うことが適当とする答申（案）の考え方に賛

同します。 

４ 通信プ

ラットフォ

ーム機能の

オープン化 

（１）通信プラット

フォーム機能のオ

ープン化（NNIのオ

ープン化） 

需要サイドの喚起をする目的でも、ＮＮＩのオープン化を進めるための検討を行

うことは適切であると考えます。 

（２）通信プラット

フォーム機能のオ

ープン化（SNIのオ

ープン化） 

需要サイドの喚起をする目的でも、ＳＮＩのオープン化を進めるための検討を行

うことは適切であると考えます。 

（３）一種指定設備

の機能に係る情報

開示の在り方 

 ＮＧＮのオープン化に関する議論が進展しない最大の理由は、結果としてＮＴＴ

東西殿が接続事業者との接続を十分に考慮しない状態でネットワーク構築を進め

たこと、並びにＮＧＮの設備構成及びその機能に関する情報の非対称性にあること

は明確なため、情報開示告示の改正等の見直しが図られることを強く要望します。 

この課題の解決が図られない限り、将来的にも、これまで同様のＮＴＴ東西殿と

接続事業者間の議論のループ化が繰り返される蓋然性が高いと考えます。 

５ NGNの段階的発展に対応したア

ンバンドルの考え方 

アンバンドルに係る判断基準をあらためて議論したのは大変有意義なことであ

り、この判断基準が概念的整理に留まらず、分岐単位接続料の設定及び接続事業者

から提案されているＮＧＮのオープン化に関する実現に繋がることを強く期待し

ます。 
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それぞれの要件に対し示された判断基準について、当社の提案する「ファイバシェ

アリング」の実現に向けた見解は以下の通りです。 

 

① 具体的な要望があること 

 当社の提案する「ファイバシェアリング」に関しては、ＰＳＴＮではアンバンド

ルされている機能であり、オープン化されることで利用者料金の低廉化を実現する

ことが可能であり、その結果、ＮＧＮの利活用やブロードバンドの普及促進につな

がると考えるため、この判断基準に基づきＮＴＴ東西殿には実現に向けた前向きな

検討を実施いただくことを強く要望します。 

 

② 技術的に可能であること 

 当社の提案する「ファイバシェアリング」に関しては、一般的なネットワーク設

備であれば具備されているＶＬＡＮ機能を利用して実現する接続形態であり、仮に

現時点で実装していない場合でも設備更改等により対応可能であるため、この判断

基準に基づきＮＴＴ東西殿には実現に向けた前向きな検討を実施いただくことを

強く要望します。 

 

③ 過度に経済的な負担がないことに留意 

  当社の提案する「ファイバシェアリング」に関しては、既存技術の活用で実現可

能なため実現にかかるコストは相対的に小さいものと考えますが、仮にコストの絶

対額が大きい場合でも将来原価方式など合理的な接続料設定によりＮＴＴ東西殿

と接続事業者双方にとって過度な経済的負担には当たらないため、この判断基準に

基づきＮＴＴ東西殿には実現に向けた前向きな検討を実施いただくことを強く要

望します。 

６ ネット

ワークの移

行に伴う事

業者間協議

の在り方 

（１）事業者間協議

における透明性向

上 

 

（２）固定電話発携

帯電話着通話サー

ビスに係る料金設

定の在り方 

固定発・携帯着の料金設定権については、当社としても、料金水準については、

利用動向やトラフィックに鑑み今後検討する予定ですが、料金設定権のあり方は一

義的には事業者間の協議に委ねられるものであると考えます。 

また、割高と指摘されている固定発・携帯着の通話料については、固定事業者殿の
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多くが選択中継サービスにて、割安な料金等を設定しサービスを展開していること

から、昨今の携帯電話の接続料金の低廉化がもたらした効果も一方ではあったもの

と考えます。 

他方で、固定発・ＰＨＳ事業者着の料金についても検討範囲に含めることも必要

と考えます。固定発・ＰＨＳ着の通話料金は４２円～１３６．５円/３分と携帯電

話とほぼ同水準であり且つ、料金設定権はＰＨＳ事業者側である事を踏まえれば、

携帯電話への着信のみが問題であるという答申（案）は、バランスを欠いたもので

あり、「携帯・ＰＨＳ事業者」と修正すべきと考えます。 

また、現在、電気通信番号政策委員会にて携帯電話の電気通信番号枯渇対応が議

論されており、０７０番号帯の携帯電話への割当てとＰＨＳとのＭＮＰが同時並行

的に議論されている状況です。ＰＨＳ事業者が設定する４２円～１３６．５円/３

分という携帯電話事業者と同水準の通話料については、０７０番号での識別性でユ

ーザが認識することができていましたが、携帯電話への０７０の割当てとＰＨＳと

携帯電話との間のＭＮＰ実現より識別性が完全になくなり、ＮＴＴ東西殿が指摘し

ているユーザからの料金が分かりづらい問題が携帯電話着と同様に発生しうると

いう点についても利用者利便の観点から認識が必要と考えます。 

第３章 

モバイ

ル市場

の競争

促進 

１ ネット

ワークレイ

ヤーのオー

プン化 

（１）第二種指定電

気通信設備制度の 

見直し 

・二種指定設備制度の在り方について 

答申（案）で、ＭＮＯ間の競争促進させる重要性を指摘されたことは賛同いたし

ます。２００７年にモバイル市場に新規参入した当社としては、新規参入・新興事

業者であっても、公正かつ公平に市場競争出来る環境作りが更に必要と考えます。 

特にモバイル事業では割当周波数が事業者の競争力と直結しており、周波数割当を

通じたＭＮＯ間の公平な競争環境の確保が必須と考えますので、モバイル市場の競

争政策の中心に周波数割当てを最優先課題として据えることが必要と考えます。 

一方で、電波の有限希少性からＭＮＯ間で公平な周波数割当が実現されていない

場合には接続規律やドミナント規制の見直しによりＭＮＯ間の公正な競争環境を

確保すべきと考えます。 

具体的には、市場・収益シェアだけでなく、『保有する周波数の質・量』を指標と

して、競争力やドミナンス性に応じた、『ＭＮＯ間の接続・ローミングも含めたア

ンバンドル規制』『行為規制』『接続規制（接続約款認可/届出/接続会計等）』を組

合せ段階的に適用するルールに向けて継続的に見直しの検討が行われることが必

要と考えます。 
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・二種指定設備制度の適用について 

 二種指定設備制度の適用の範囲について、着信ボトルネック規制の考え方に基

づき、電波の割当を受けるＭＮＯすべてに規制を適用する考え方は、着信市場のあ

り方や市場支配力の認定方法の差異を挙げ、わが国の指定電気通信設備制度との整

合性の点から採用することは適当ではないという答申（案）での認識は適切である

と考えます。 

加えて、着信ボトルネック規制の考え方に基づき全てのＭＮＯに二種指定制度の

適用対象を拡大することは、端末シェアを背景とした交渉力の優位性を持つ事業者

に対しての非対称規制制度そのものを形骸化させることになると考えます。 

したがって、答申（案）に示されている上位３社の寡占化とシェアの拮抗という

市場環境の変化により、端末シェアを背景にしたＭＮＯ間の交渉上の優位性の関係

に変化が生じた結果、二種指定制度の適用対象を上位３社まで拡大する必要がある

という認識は適切であると考えます。 

また、二種指定ガイドラインについては速やかに接続会計規則化することにより一

種指定設備制度と同様に算定プロセスを会計上で整理を行い、二種指定制度の適用

を受ける事業者の接続料等の公平性・透明性等を担保するための非対称規制として

確りと機能させることが重要だと考えます。 

（２）禁止行為規制

の見直し 

・禁止行為規制の適用基準 

答申（案）の禁止行為規制の適用基準見直しについて「必ずしも必要とはいえな

い」という認識は適切であると考えますが、一方でＫＤＤＩ殿が禁止行為規制の対

象とならない点について、ＫＤＤＩ殿の扱いが不明確であるとして、禁止行為規制

の適用対象に関する基本的な考え方を維持しつつも現行のガイドラインの見直し

を行うことが適当としており、ＫＤＤＩ殿が適用対象でない理由についての記載が

ありません。当社としては、市場支配力を有する事業者に対してのドミナント規制

を確りと機能させることが、ＭＮＯ間の競争促進につながると考えておりガイドラ

インの見直しにおいては、不明確となっている事業者に対して厳格に禁止行為規制

を適用できるよう見直しをすべきと考えます。 

 

・禁止行為規制の内容 

当社としては、現行の禁止行為規制内容については、市場支配的な事業者に対し
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ての規制として過重なものとは考えておらず、ましてや柔軟な事業展開や国際展開

が出来ないとする懸念は当たらないと考えます。従って答申（案）にて、市場支配

力を有する事業者に対する規制として「規制内容を見直すことが必要とまでいえな

い」という認識は適切であると考えます。 

また、共同ガイドラインの見直しにおいて、ＮＴＴドコモ殿については、引き続き

ＮＴＴ持ち株会社下での一体的な経営にも留意する必要があり、特に固定電話やＦ

ＴＴＨ市場において市場支配力を有するＮＴＴ東西殿との排他的な連携について

は引き続き規制の対象とすべきと考えます。 

（３）MVNO 事業者

の参入促進 

・ＭＶＮＯガイドラインの見直しについて 

モバイル市場の発展にそぐわない事業者に対して、ＭＶＮＯガイドラインで接続

拒否事由を明確化することは、円滑な事業者間の協議を行う上でも有益であり電気

通信事業法の目的に鑑みても適切な認識だと考えます。 

 

・ＭＶＮＯの参入促進について 

答申（案）では、現状認識としてＭＶＮＯの参入が進展しているがＭＶＮＯの契

約者数は鈍化傾向であると具体的な問題点に触れ、参入促進策の必要性について記

載されていますが、結論として接続拒否事由に係るガイドラインの見直しのみで具

体的な参入促進策について記載がない点は見直すべきと考えます。 

ＭＶＮＯの参入促進のためには、ＭＶＮＯガイドラインの見直しといったＭＮＯ

とＭＶＮＯとの接続に関する規律だけではなく、ＭＮＯ間で確りと競争が機能する

ことによりコスト削減インセンティブやネットワークサービスのイノベーション

といった成果をＭＶＮＯが選択できる環境を作りサービス競争の促進を行うべき

と考えます。そのためには、まずはＭＮＯ間の競争を確りと機能させることが重要

であり、そのための規制ツールとして、ドミナント規制を市場支配力に対する規制

とするなどの競争政策を検討し、ＭＮＯ間の公正な競争環境を構築することが必要

と考えます。 

２ プラッ

トフォー

ム・端末レ

イヤーのオ

ープン 

（１）プラットフォ

ームレイヤーのオ

ープン化 

 

（２）SIMロック解

除の推進による端

ＳＩＭロック解除はメディアや利用者からの関心が高い事案にも関わらず、一部

事業者による消極的とも受け取れる取り組みより、利用者からの関心とは逆に、Ｓ
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化 末レイヤーのオー

プン化 

ＩＭロック解除のメリットどころかＳＩＭロック解除自体の認知度がほとんど上

がっていないと認識しています。 

答申（案）では、２０１１年４月からのＳＩＭロック解除ガイドラインによるＳ

ＩＭロック解除について、事業者の取組状況の評価と制度的な措置を時期尚早とし

ていますが、ＳＩＭロック解除によるユーザーメリットが多いスマートフォンが拡

大傾向であるなか、ＳＩＭロック解除によるメリットを利用者が享受しづらい状況

が続けば、ガイドラインの形骸化、消費者への不利益、事業者間の競争上の問題に

つながると考えており、ＳＩＭロック解除ガイドラインの事業者の取組状況につい

ての評価は速やかに行うべきと考えます。 

 したがって、答申（案）には「制度的な措置について検討を行うことは時期尚早

であり（略）動向を注視」だけではなく、「競争評価等を通じていつを目処にＳＩ

Ｍロック解除の評価を行うのか」を追記すべきと考えます。 

第４章 

線路敷

設基盤

の開放

による

設備競

争の促

進 

１ 電柱・管

路等の使用

に関する手

続の簡素

化・効率化

等 

（１）手続の電子化

等の促進 

 

（２）調査回答期間

の短縮 

 

（３）電柱の強度の

在り方 

 

２ マンション向け光屋内配線の

開放 

答申(案)では、マンション向け光屋内配線については、法的位置付けを変更する

状況までには至っていないとの考え方が示されておりますが、ＦＴＴＨ市場におけ

るＮＴＴ東西殿の市場シェアが７４．４％と独占化傾向にあることを鑑みれば、当

該設備は接続事業者がサービス競争を展開する上で必要不可欠と考えられます。 

従って、マンション向け光屋内配線については、ＦＴＴＨ市場における公正な競

争環境を構築する観点から、早期に一種指定設備の対象とする必要があると考えま

す。 

３ 地中化

エリアへの

対応 

（１）加入光ファイ

バの部分的な開放

に関するルール整

備 

答申(案)における加入光ファイバの部分的な開放について、ルール化に向けて解

決が必要な課題を整理すべきとする考え方に賛同します。 

ＦＴＴＨ市場における独占事業者であるＮＴＴ東西殿と競争事業者におけるボ

トルネック設備利用の同等性を確保する観点から、当該ルールの策定については早
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期に対応頂く必要があると考えます。 

（２）集合住宅・電

線共同溝に関する

引込管への追い張

り 

引込管への光ファイバの追い張りについては、ＦＴＴＨ市場における独占事業者

であるＮＴＴ東西殿等と後発事業者が同等に設備を構築する上で必要不可欠な運

用と考えられるため、ＦＴＴＨ市場における公正な競争環境を構築する観点から早

期にルール化等を検討し、手続きの柔軟化を図る必要があると考えます。 

４ 鉄塔等

の一層のオ

ープン化 

（１）鉄塔等の共用

に関するルールの

在り方 

 

（２）ローミングに

関するルールの在

り方 

・周波数割当てを観点とした検討の必要性について 

周波数の割当てを受けたＭＮＯが自ら設備構築し事業展開を図ることは妥当性

があるものの、その前提となる周波数割当てが競争環境へ与える影響については分

析と検証を行うことが必要と考えます。 

答申（案）では、「２００９年の接続ルール答申における整理は、現時点におい

て変更すべき特段の事情は存在せず、引き続き維持することが適当である」とあり

ますが、以下に挙げる「２００９年の接続ルール答申以降の市場における環境変化」

及び「新規・新興事業者に対する競争環境の整備」の２点に基づき、ローミングに

ついては、周波数割当てに起因した競争政策上の課題として、競争促進や利用者利

便の向上が見込まれるよう、競争評価並びに委員会の枠組みにおいて、継続した検

討が行われるよう要望します。 

 ２００９年の接続ルール答申以降の市場における環境変化 

スマートフォンの急激な需要増やＬＴＥの本格展開における高速化によっ

てトラヒックの急増（直近の１年間でも２倍の増加率）とこの２～３年内の携

帯電話事業で利用可能な周波数供給面での限界が見えていること、 

この状況を背景として、既に割当てられた周波数帯や周波数量に起因して、携

帯電話事業者の競争力の優劣が決まる蓋然性が高いこと 

 新規・新興事業者に対する競争環境の整備 

当社は、２００７年に新規参入した唯一の独立系事業者ですが、ネットワー

クの展開と充実度においては、既存大手３社に対して短期間でのキャッチアッ

プは極めて困難な状況であり、なかでも、割当て周波数帯が有する課題から、

全国的なエリアカバーやグローバル端末の調達といったモバイル事業の根幹

を成す部分でのディスアドバンテージが存在すること 
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・ネットワーク利用形態について 

答申（案）では、①接続協定+ローミング協定方式、②卸電気通信役務方式、③

接続協定の３方式に類型化されているところですが、従来のローミングと同様の形

態であっても、料金設定権をネットワークの提供を受ける側で有する場合は、卸電

気通信役務等での整理も可能とするなど柔軟な考え方にたって、交渉力の差異にも

配意した事業者間交渉をサポートするスキームの検討を要望します。 

 

・接続応諾義務の考え方について 

２００９年の接続答申では、ＭＮＯによる他ＭＮＯ網の利用が許容されるケース

として以下の３点が挙げられているところです。この３点については、答申（案）

で記載された接続拒否事由にあたらない参考例とも考えられますが、設備競争を阻

害しないことに配意しつつ、競争促進や利用者利便の向上が見込まれる場合には、

接続応諾義務について市場環境に応じた判断が行なわれることを要望します。 

 
ア 自網で提供するサービスと異なる市場のサービスを提供するために、他ＭＮＯ網を
利用する形態（例：携帯事業者によるＷｉＭＡＸ事業者網の利用） 
イ 新規参入ＭＮＯが、認定開設計画等に基づき、自らのネットワークを全国展開する
までの間、暫定的に他ＭＮＯ網を利用する形態 
ウ トラフィックの急増により、ネットワーク容量が逼迫している既存ＭＮＯが、新た
な周波数の割当を受けたり、自らのネットワークを増強するまでの間、暫定的に他Ｍ
ＮＯ網を利用する形態 

 

・緊急通報に限定したローミング 

 設備改修コストや通報機関との整理が必要ではありますが、国民の生命・身体の

安全をより確保する観点では、緊急通報についてのローミングについて望ましいと

した認識は適切と考えます。 

第５章 

今後の

市場環

境の変

化等を

１ 公正競

争環境の検

証の在り方 

（１）毎年度の継続

的なチェックのた

めの新たな公正競

争環境検証の仕組

み 

制度の包括的な検証のために、競争セーフガード制度及び競争評価を連携させた

新たな仕組みを導入することは非常に重要な取組みであり評価します。 

しかしながら、検証の手法の議論に加えて、「今後どのような市場を目指し、そ

のためにどのような検証を行う必要があるのか」といった根本的な議論も必要と考

えます。 



23/24 

踏まえ

た公正

競争環

境の検

証の在

り方等 

この点については、昨年度の「光の道」構想にて議論されたところではあります

が、今後の市場環境の変化等を踏まえれば、「光の道」構想における議論の見直し

及び発展を随時図っていくことが必要と考えられるため、例えば、本委員会のフォ

ローアップの場等を利用して、市場の在るべき姿については継続的に議論を行い、

その結果を公正競争レビュー制度の検証内容や制度整備３年後の包括的検証に反

映することが望ましいと考えます。 

（２）ブロードバン

ド普及促進のため

の公正競争レビュ

ー制度の創設 

 公正競争レビュー制度については、今後、検証項目や基準といった検証スキーム

の詳細がガイドライン等で規定されるものと考えますが、これらの検討において

は、意見募集の実施や公開の場(審議会、委員会等)で議論を実施するといったオー

プンな取り組みが必要と考えます。 

 なお、各検証における意見としては以下の通りとなります。 

 

(イ)ブロードバンド普及促進に向けた取組状況の検証 

答申(案)において具体的に示されている「料金の低廉化」、「市場シェア」、「『光

の道』構想に関する取組み状況」の検証項目について、評価結果を客観的な指標と

して制度整備３年後の包括的検証における政策の見直しの有効な判断材料とする

ためには、予め項目毎に目標値を設定する必要があると考えます。 

 

(ウ)ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況の検証 

現行の競争セーフガード制度に対しては、「検証スキームの透明性の確保」が公

正競争レビュー制度においても必要な観点であると考えます。 

従って、競争政策委員会のフォローアップでは、公正競争レビュー制度の検証結

果の調査審議も行うこととされておりますが、例えば、従来の取組みである意見募

集の実施や検証結果の公表に加えて、意見募集にて各社から集められた事案におけ

る検証の進め方を本フォローアップの場でオープンに議論するといった対応が必

要と考えます。 

（３）競争評価の在

り方 

公正競争レビュー制度の検証においては、競争評価の取組みを活用する答申(案)

の考え方に賛同します。 

答申(案)において、包括的検証では競争ルール全般の見直しを視野に入れた検討

を「市場の水平的・垂直的動向」を踏まえて実施することが示されている点を鑑み

れば、競争評価における「モバイル分野における各レイヤー間の関係」や「同一グ
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ループ間に属する事業者間の連携状況」等の評価にて公正競争レビュー制度の検証

を補完することは適切と考えます。 

２ 今後の市場環境の変化等を踏

まえた競争ルールの枠組み 

答申(案)においては、制度整備３年後の包括的検証の結果制度的課題が認められ

た場合は、指定電気通信制度及びＮＴＴに係る累次の公正競争要件を中心とした競

争ルールの見直しを検討することが適当との考え方が示されておりますが、二種指

定制度の見直しも視野に入れるべきと考えます。 

二種指定制度が非対称規制として、公正競争の促進に機能しているか検証し、結

果的に制度の見直しが必要と判断された場合は、制度整備３年後の包括的検証を待

たずに、現在の端末シェア等による閾値による接続規制だけではなく、事業者の市

場支配力を総合的に評価し、評価に応じた実効的な規制を課すように見直すことが

必要と考えます。 

第６章 

本検討のフォローアップについて 

答申(案)では、競争政策委員会のフォローアップとして、公正競争レビュー制度

の検証結果等の調査審議を適切なタイミングに実施するとしておりますが、制度整

備３年後の包括的検証において競争ルール全体の枠組みの見直しを視野に入れた

検討を行うためには、十分な課題に対する議論の積み上げが必要になると考えま

す。 

そのため、公正競争レビュー制度の調査審議については、年間を通した検討スケ

ジュールを作成するなどで、実施計画を明確にする必要があると考えます。 

第７章 

おわりに 

 

以上 




